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Abstract
People of Japan have often had heavy losses in natural disasters. Therefore, we think that natural disasters 
are a high risk for us, and we need protection against them to minimize losses. However, many previous stud-
ies indicated that perception of risk does not lead to preventive behavior for natural disasters.
This study examined the psychological model of earthquake preparedness behaviors. The hypothetical 
model was based on the theory of planned behavior, which explained the relationship among earthquake pre-
paredness behaviors, behavioral intention, and behavioral willingness. In addition, we presumed that behav-
ioral intention was influenced by injunctive norm, and behavioral willingness was affected by descriptive 
norm. In a previous study, it was indicated that risk-averse behavior was influenced by two processes: situa-
tion-oriented and goal-oriented processes. In this study, we classified precautionary behavior by factor analy-
sis, and examined the hypothetical model with the two processes in term of risk-averse behavior. A question-
naire-based survey was administered to 210 undergraduate students. The study revealed that earthquake 
preparedness behaviors comprised three factors: preparing for evacuating, information-sharing among family 
members, and ensuring oneʼs safety in houses. These behaviors were influenced by behavioral intention and 
behavioral willingness. However, there were differences in the impact of behavioral intention on precaution-
ary behaviors.
はじめに
我が国は，地震や台風といった多様な災害リスクを抱える。どのような自然災害で被害に遭うことを
イメージしたことがあるかを尋ねた内閣府の世論調査 1）によれば，「地震」を挙げた回答者が約 80％と
最も高く，日本人の多くは自然災害の中でも地震に対し，強い脅威と不安を感じている。しかし，大地
震に対する個人の具体的な備えとして，「食料や飲料水，日用品などを準備している」人は，43.3％，さ
らに，「家具・家電などを固定し，転倒・落下・移動を防止している」人も 40.6％にとどまっている 1）。
このようにリスク認知が，防災行動をほとんど説明しないことを示す研究は多い。Wachinger, Renn, 
Begg, ＆ Kuhlicke2）は，災害に対するリスク認知が，防災行動につながらないことをリスク認知パラド
クスと呼んでいる。リスク認知が高くとも，行動に移されなければ，災害被害の抑制は実現しない。近
年，自然災害対策行動を促進する要因を説明する理論モデルがいくつか提唱されている。そのひとつに，
大友・広瀬 3）によるリスク回避行動における状況依存型決定と目標志向型決定の二重プロセスモデルが
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ある。このモデルは，二重プロセスを仮定することで，リスクを回避しようとする意志があっても，社
会・環境的要因の影響に曝されることで，リスク回避行動が選択されない，という矛盾した意思決定が
生じることを説明しようとする。本研究では，このモデルに基づき，地震防災行動を規定する要因の検
討をおこなうことを目的とする。
問　題
自然災害に対する準備行動において，自然災害のリスクを感じていても実際にはリスク回避行動が取
られないという認知と行動の不一致が課題となっている。元吉 4）は，リスクを回避しようとする意志と，
実際の行動に不一致が生じる理由の一つとして，大地震のような甚大な被害をもたらす大規模災害の発
生は低頻度であることから，防災対策による減災・防災効果のようなベネフィットよりも，防災対策に
伴う金銭的・時間的コストのほうが顕在化しやすいことを指摘している。また，防災対策に伴うコスト
は行動直後に生じる短期的結果であるのに対し，減災効果は防災対策を行った直後ではなく，一定期間
経過した後に顕在化する，中・長期的結果としてとらえられる。Messick & McClelland5）によれば，短期
的結果であるコストと，中・長期的結果であるベネフィットの対応関係に時間的なずれが生じる場合，
時間的トラップ（temporal traps）と呼ばれる一種のジレンマが生じやすいとされている。この時間的ト
ラップ構造は，自然災害の被害リスクを回避しようとする意志があっても，行動選択時には短期的コス
トに焦点があてられる，という意志とは矛盾した選択を行う可能性を示唆している（大友・広瀬 3））。
行動の心理的プロセスの研究では，行動を積極的に取ろうとする意識的な動機である行動意図が重要
な規定因として位置づけられている。計画的行動理論（Ajzen6））は，人々の行動は行動意図により規定さ
れるとする心理モデルである。防災行動に関しては，元吉・高尾・池田 7）が家庭と地域防災について，
行動意図が防災行動に対するコスト認知やベネフィット認知などの心理要因に規定されることを指摘し
ている。また，Benneit & Murphy8）は，自然災害対策行動に関するモデルの中で，行動意図が自己効力
感の影響を受けることを示している。さらに，Paton, Kelly, Burgelt, & Doherty9）の自然災害対策行動モデ
ルでも自然災害対策行動を規定する要因として，行動意図および情報探索意図をとりあげ，それらに影
響する要因を検討するなど，自然災害対策行動に関する多くの研究において，態度―行動理論の枠組み
で議論されている。
計画的行動理論は，態度がある行動をとろうとする行動意図を規定し，行動意図によって行動を予測
しようとするモデルである。大友・広瀬 3）は，計画的行動理論の枠組みでは個人の意志や目標に基づく
意図的決定にすべての行動が導かれることを前提としているため，個人の意志と行動が一致する意思決
定プロセスにしか焦点があてられないと指摘している。プロトタイプモデル（Gibbons, Gerrard, Blanton, 
& Russell10））は，行動意図のみの行動予測の限界を解消する心理モデルとして提唱され，意図的な意思
決定である行動意図に加え，特定の行動を導く状況への反応である行動受容という動機を仮定している。
大友・広瀬 3）は，プロトタイプモデルをもとに自然災害リスク関連行動の二重動機モデルを提示し，検
討している。具体的には，地震防災行動を取ろうとする意識的な動機である行動意図と，平常時の状況
への反応である地震防災行動を取らないことを許容させる非意図的な動機である行動受容の 2 つの対立
的な要因を仮定する二重動機モデルを検討している。その結果，地震防災行動は非意図的な動機である
行動受容の影響が強いため，地震防災行動を取ろうとする行動意図と一致した行動が生じにくいことが
示唆された（大友・広瀬 3））。つまり，地震防災行動をとらないことを許容することが，地震防災行動を
抑制してしまい，結果として行動意図との不一致が生じてしまうと考えられる。このように，地震防災
行動における二重動機モデルは，認知と地震防災行動の不一致を検討する際には有効な枠組みであると
言える。
大友・岩崎 11）は，二重動機モデルに，行動実行の容易さや困難さの評価である実行可能性評価を加え，
メディアの影響を検討している。その結果，実行可能性評価は行動受容を抑制し，地震防災行動を促進
することが示されている。また，計画的行動理論において，実行可能性評価は行動意図や行動に影響す
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る要因とされている 6）。実行可能性評価が低く，行動達成の見込みが低い場合，行動意図があっても行
動しようとしない，と考えられる。これらのことから，行動することが容易であると評価された場合，
行動意図および地震防災行動を促進し，困難であると評価された場合には，地震防災行動を取らないこ
との許容を意味する行動受容に影響すると考えられる。
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都総務局 12))，具体的に情報として提⽰される対策が増えている。東京都総務局が発⾏する「東京防災」
では，地震の対策として，住宅の耐震補強や家具の固定等，家屋周辺の対策，飲料⽔や⾮常⾷等の備蓄
品等の準備，家族内での災害時の情報共有をおこなうコミュニケーションが提唱されている。家屋周辺
の対策は，「地震の揺れ」による被害を軽減する対策⾏動と⾔える。⾃⾝が居住する家屋周辺の対策は，
他者にたよることは困難であると考えられ，⾮常⾷の準備などと⽐較して個⼈の意志の影響を受けやす
いと予測される。次に，備蓄品の準備は「地震発⽣後」に発⽣が予測される停電時や避難を要する事態
への対策⾏動と考えられる。地震の揺れがある程度おさまってから必要になる物品の準備である。この
ように地震への対策⾏動は，地震発⽣から様々な状況を想定し，備えることが求められるうえに，地震
防災⾏動の種類によって，⾏動を規定する要因が異なっている可能性も否定できない。 
そこで，本研究では，地震防災⾏動を分類し，⼤友・岩崎 11)で⽰された実⾏可能性評価を加えた⼆重
動機モデルをふまえ，分類された地震防災⾏動を規定する要因の検討をおこなうことを⽬的とする。具
体的には，１．地震防災⾏動を分類し，2．仮説モデル（Figure.1）に基づき，分類された地震防災⾏動
を規定する要因の検討をおこなう。 
 
⽅ 法 
 
調査参加者 調査参加者は，武庫川⼥⼦⼤学の学⽣ 210 名であった。回答に不備のあったものを除き，
有効回答数は184 名であった。また，分析対象者の平均年齢は19.78 歳 (SD = 1.00) であった。 
調査期間 2016 年11 ⽉から12 ⽉に質問紙調査を⾏った。 
調査内容 質問紙の表紙に，無記名で実施し，プライバシーを保護することを明記した。その上で質問
紙を配布し，その場で回答を求めた。調査項⽬は，⼤友・広瀬 3) および⼤友・岩崎 11) で⽤いられた調査
項⽬を⼀部改編，再構成した。個⼈属性 (性別，年齢，所属学科) 以外の調査項⽬については以下のとお
りである。なお，(2) および (4)から(9) の項⽬は，“1. 全くそう思わない”から“7. ⾮常にそう思う”の7
段階尺度で回答を求めた。 
( 1 ) 地震危険度認知 「地震」について“1. 全く危険でない”から“4. ⾮常に危険だ”の4 段階尺度上で回
答を求めた。 
( 2 ) 地震のリスク認知 「⾃分が地震に対する備えをしなければ，地震が起きたとき，⼤変なことにな
る」，「⾃分が地震に対する備えをしなくても，国や⾃治体が⾏っているので，⼤変なことにはならない」
の2 項⽬について7 段階尺度上での回答を求めた。なお，後者の項⽬は逆転項⽬である。 
⾏動意図 
⾏動受容 
実⾏可能性評価 
⾏動 
記述的規範 
命令的規範 
防災意識 リスク認知 
Figure.1 地震防災⾏動の仮説モデル 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
＋ 
- - 
＋ 
Figure.1 地震防災行動の仮説モデル
近年，地震に対する準備行動の必要性が高まる中で，自治体も積極的に情報を発信しており（e.g. 東
京都総務局 12）），具体的に情報として提示される対策が増えている。東京都総務局が発行する「東京防災」
では，地震の対策として，住宅の耐震補強や家具の固定等，家屋周辺の対策，飲料水や非常食等の備蓄
品等の準備，家族内での災害時の情報共有をおこなうコミュニケーションが提唱されている。家屋周辺
の対策は，「地震の揺れ」による被害を軽減する対策行動と言える。自身が居住する家屋周辺の対策は，
他者にたよることは困難であると考えられ，非常食の準備などと比較して個人の意志の影響を受けやす
いと予測される。次に，備蓄品の準備は「地震発生後」に発生が予測される停電時や避難を要する事態へ
の対策行動と考えられる。地震の揺れがある程度おさまってから必要になる物品の準備である。このよ
うに地震への対策行動は，地震発生から様々な状況を想定し，備えることが求められるうえに，地震防
災行動の種類によって，行動を規定する要因が異なっている可能性も否定できない。
そこで，本研究では，地震防災行動を分類し，大友・岩崎 11）で示された実行可能性評価を加えた二
重 をふまえ，分類された地震防災行動を規定する要因の検討をおこなうことを目的とする。
具 1 行動を分類し，2．仮説モデル（Figure.1） づき，分類された地震防災行動
を規定する要因の検討をお
方　
調査参加者　調査参 女子大学の学生 210 名であった。回答に不備のあったものを除き，
有効回答数は 184 名であった。ま は 19.78 （S  = 1.00）で
調査期間　2016 年 11 月から 12 月に質問紙 行
調査内容　質問紙の表紙に ーを保護することを明記した。その上で質問
紙を配布し，その場で 目は，大友・広瀬 3）および大友・岩崎 11）で用いられた調査
項目を一部改編， 人属性（ ，年齢，所属学科） 以外の調査項目については以下のと
お お，（2） よび（4）から（9）の項目は，“1．全くそう思わない ” から “7．非常にそう思う ”
の 7 段階尺度で回答を求めた。
（1）地震危険度認知　「地震」について “1．全く危険で から “4．非常に危険だ ” の 4 段階尺度上で
回
行
行
行
行
行
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（2）地震のリスク認知　「自分が地震に対する備えをしなければ，地震が起きたとき，大変なことになる」，
「自分が地震に対する備えをしなくても，国や自治体が行っているので，大変なことにはならない」の 2
項目について 7 段階尺度上での回答を求めた。なお，後者の項目は逆転項目である。
（3）地震防災行動　「非常用の食糧，飲料水の準備」，「非常用の携帯ラジオ，懐中電灯，医薬品などの準
備」，「現在住んでいる場所の避難場所，避難方法の確認」，「立ち寄り先（学校やアルバイト先）の避難場
所，避難方法の確認」，「家族との緊急の連絡方法の確認」，「友人や親しい人との緊急の連絡方法の確認」，
「貴重品などをすぐに持ち出せるようにしている」，「部屋の家具，家電，壊れやすいものの転倒防止対策」，
「部屋の出入り口近くに物を置かないようにしている」，「物はなるべくクローゼットなどに収納し，床
を広くあけるようにしている」，「枕元に背の高い家具がないよう配置に工夫をしている」の 11 項目につ
いて，4 段階尺度上での回答を求めた。
（4）記述的規範　「あなたの親しい人たちの中で，地震に対する備えをしていない人はどの程度います
か」，「あなたの親しい人たち以外の知り合い（同じクラスの人など）で，地震に対する備えをしていない
人はどの程度いますか」の 2 項目を用いた。
（5）行動受容　次のシナリオ状況に対する反応を測定した。まず，「あなたが住んでいる地域では，近い
将来に大地震が起こるといわれています。しかし，最近は，大地震が発生する気配がなく，平穏な状況
が続いています。しばらくの間，このような平穏な状況が続きそうな時に，あなたは次のことをどれく
らい先延ばしにすると思いますか？」というシナリオを提示した。次に，「非常用の食糧，飲料水の準備
を先延ばしにする」，「非常用の携帯ラジオ，懐中電灯，医薬品などの準備を先延ばしにする」，「現在住
んでいる場所の避難場所，避難方法の確認を先延ばしにする」，など，地震防災行動と同じ 11 行動につ
いて，「先延ばしにするか」どうか，について回答を求めた。なお，行動受容得点は，高くなればなるほ
ど地震防災行動を先延ばしにする傾向が強いことを意味する。つまり，地震防災行動を取らないことを
許容する傾向が強いことを示している。
（6）防災意識　「大地震が起きたときのために，自分で地震に対する備えをすべきだ」，「大地震が起きた
ときのために，自分で防災対策を取ることが重要だ」の 2 項目に対して回答を求めた。
（7）命令的規範　「あなたにとって大切な人は，あなたに地震対策をしてほしいと期待している」，「あな
たにとって大切な人は，あなたが大地震のときに被害にあわないように備えてほしいと期待している」
の 2 項目に対して回答を求めた。
（8）行動意図　「非常用の食糧，飲料水の準備をしたい」，「非常用の携帯ラジオ，懐中電灯，医薬品など
の準備をしたい」，「現在住んでいる場所の避難場所，避難方法の確認をしたい」，など，地震防災行動
に対応する 11 項目を「したいか」という項目表現に変え，測定した。
（9）実行可能性評価　「自分にとって，地震対策をすることは，面倒なことだ」，「自分には地震対策をす
る金銭的余裕がない」，「自分には地震対策をする精神的余裕がない」，「自分には地震対策をする時間が
ない」，「自分には地震対策の知識がない」の 5 項目を用いた。
結　果
地震防災行動 11 項目について，探索的因子分析（最尤法，プロマックス回転）を実施した。その結果，
固有値の減衰状況と因子の解釈可能性から 3 因子解を採用した。その結果を Table 1 に示す。
第 1 因子は，「家族との緊急の連絡方法の確認」や「友人や親しい人との緊急の連絡方法の確認」など 4
項目により構成されており，連絡確認行動因子と命名した。第 2 因子は，「部屋の家具，家電，壊れや
すいものの転倒防止対策」や「部屋の出入り口近くに物をおかないようにしている」といった安全確保に
関する 4 項目により構成されていることから，防災行動因子と命名した。第 3 因子は，「非常用の食料，
飲料水の準備」，「非常用の携帯ラジオ，懐中電灯，医薬品などの準備」および「現在住んでいる場所の避
難場所，避難方法の確認」といった避難準備に関する 3 項目により構成されている。そのため，避難準
備行動因子と命名した。各因子の信頼性を検討するため，α係数を算出した。その結果，第 1 因子（α
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= .78），第 2 因子（α = .76）および第 3 因子（α = .76）のいずれの因子においてもα係数が .70 を超えてお
り高い信頼性があると判断できる。因子分析の結果から，各因子を構成する項目に対する得点の平均を
下位尺度得点として分析を進める。なお，行動意図 11 項目および行動受容 11 項目については，地震防
Table 1 地震防災行動に関する 11 項目の因子負荷量（最尤法，プロマックス回転）
質問項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
6
5
4
7
10
11
9
8
1
2
3
友人や親しい人との緊急の連絡方法の確認
家族との緊急の連絡方法の確認
立ち寄り先（学校やアルバイト先）の避難場所，避難方法の確認
貴重品などをすぐに持ち出せるようにしている
物はなるべくクローゼットなどに収納し，床を広くあけるようにしている
枕元に背の高い家具がないよう配置に工夫をしている
部屋の出入り口近くに物を置かないようにしている
部屋の家具，家電，壊れやすいものの転倒防止対策
非常用の食料，飲料水の準備
非常用の携帯ラジオ，懐中電灯，医薬品などの準備
現在住んでいる場所の避難場所，避難方法の確認
.966
.731
.537
.400
.064
-.176
.082
-.057
-.074
.078
.160
-.040
-.038
-.091
.372
.799
.738
.644
.463
-.084
.140
-.001
-.117
.090
.198
-.025
-.051
-.044
.015
.262
.918
.660
.506
因子間相関　Ⅰ
Ⅱ
 - .541
 -
.512
.478 
Table 2 各尺度の平均値と標準偏差
平均値 SD
地震危険度
地震防災行動
行動意図
行動受容
リスク認知
記述的規範
命令的規範
実行可能性評価
情報共有
防災行動
避難準備
情報共有
防災行動
避難準備
情報共有
防災行動
避難準備
3.837
1.980
2.167
2.152
6.003
5.856
5.962
4.158
4.190
4.245
5.916
4.435
5.266
4.295
0.425
0.714
0.803
0.753
1.016
1.168
1.054
1.597
1.705
1.507
0.856
1.356
1.498
1.290
「地震危険度」および「地震防災行動」は 4 段階評定，その他については 7 段階評定である。
災行動と対応させるため，対応する項目群ごとに地震防災行動と同様に下位尺度得点を算出し，以下の
分析に用いる。次に，実行可能性評価 5 項目について，探索的因子分析（最尤法，プロマックス回転）を
実施したところ，1 因子解が妥当であると判断された。そのため，5 項目の平均値を実行可能性評価得
点として分析を進める。概念の方向と得点を一致させるため，5 項目の得点が高いほど実行可能性が高
いことを示すよう変換を施した。信頼性を検討するため，α係数を算出した。その結果，α = .80 と高
い信頼性が確認された。 
Table 2 は，各尺度得点の平均値と標準偏差を示したものである。その結果から，分析対象者の地震
危険度認知は非常に高く，地震に対して備えておかなければたいへんなことになる，というリスク認知
も高いことがわかる。その一方で，地震防災行動では，情報共有，防災行動および避難準備のいずれに
おいても十分に備えられているとはいえない。それに対して，いずれの防災行動についても，行動意図
は非常に高くなっている。このことから，地震の危険性認知やリスク認知が高く，さらには非常に高い
行動意図を持ちながらも，実際の行動に移せていないと考えることができる。また，非意図的な動機と
考えられる行動受容については，いずれも中程度であった。つまり，十分に備えができていない現状を
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必ずしも許容していない様子がうかがえる。
地震防災行動の心理モデルの検証
3 種類の地震防災行動それぞれについて，パス解析により因果関係の推定をおこなった。
情報共有行動　情報共有行動について，仮説モデルを検証するためパス解析を実施した。その結果，適
合度は，χ2 （19, n =184） = 58.09, p < .01, GFI = 0.93, CFI = .81, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標のう
ち RMSEA において，基準を満たしているとはいえず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実行
可能性評価から行動へのパスを削除し，防災意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルにお
いて，すべての適合度指標において，十分適合していると判断できる。複数のモデルを比較するための
指標である AIC が，修正前は 92.10 だったのに対して，修正後は 57.00 となり，大幅に改善された。そ
こで，本研究では修正後のモデルを採用した（Figure.2）。
修正モデルにおいて，行動意図から行動へのパスが有意ではなかった。一方で，行動受容からは強い
負の影響を受けており，現状の行動を許容する傾向が強いほど行動は抑制されるといえる。行動意図は，
防災意識から正の影響を受けている。リスク認知は，直接，行動意図に影響するわけではないが，間接
的に防災意識を通して何らかの影響があると考えられる。また，行動受容は，実行可能性評価から負の
影響を受けている。つまり，実行可能性評価が低ければ，行動受容を高めることとなり，結果として，
行動を抑制することが示された。
防災行動　家庭内における家具や家電製品の固定や床を広くとる，といった防災行動について，仮説モ
デルを検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 （19, n =184） = 64.73, p < .01, GFI = 
.92, CFI = .76, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標のうち CFI および RMSEA において，基準を満たし
ているとはいえず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実行可能性評価から行動へのパスを削除
し，防災意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルは，すべての適合度指標において，十分
適合していると判断できる。さらに，複数のモデルを比較するための指標である AIC が，修正前は
98.73 だったのに対して，修正後は 58.70 となり改善が確認された。そこで，本研究では修正後のモデ
ルを採用した（Figure.3）。
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⾮常に⾼くなっている。このことから，地震の危険性認知やリスク認知が⾼く，さらには⾮常に⾼い⾏
動意図を持ちながらも，実際の⾏動に移せていないと考えることができる。また，⾮意図的な動機と考
えられる⾏動受容については，いずれも中程度であった。つまり，⼗分に備えができていない現状を必
ずしも許容していない様⼦がうかがえる。 
地震防災⾏動の⼼理モデルの検証 
3 種類の地震防災⾏動それぞれについて，パス解析により因果関係の推定をおこなった。 
情報共有⾏動 情報共有⾏動について，仮説モデルを検証するためパス解析を実施した。その結果，適合
度は，χ2 (19, n =184) = 58.09, p < .01, GFI = 0.93, CFI = .81, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標の
うちRMSEA において，基準を満たしているとはいえず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実
⾏可能性評価から⾏動へのパスを削除し，防災意識から命令的規範へのパスを追加した。防災規範修正
モデルにおいて，すべての適合度指標において，⼗分適合していると判断できる。複数のモデルを⽐較
するための指標である AIC が，修正前は 92.095 だったのに対して，修正後は 57.00 となり，⼤幅に改
善された。そこで，本研究では修正後のモデルを採⽤した(Figure.2)。 
 修正モデルにおいて，⾏動意図から⾏動へのパスが有意ではなかった。⼀⽅で，⾏動受容からは強い
負の影響を受けており，現状の⾏動を許容する傾向が強いほど⾏動は抑制されるといえる。⾏動意図は，
防災意識から正の影響を受けている。リスク認知は，直接，⾏動意図に影響するわけではないが，間接
的に防災意識を通して何らかの影響があると考えられる。また，⾏動受容は，実⾏可能性評価から負の
影響を受けている。つまり，実⾏可能性評価が低ければ，⾏動受容を⾼めることとなり，結果として，
⾏動を抑制することが⽰された。 
防災⾏動 家庭内における家具や家電製品の固定や床を広くとる，といった防災⾏動について，仮説モ
デルを検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 (19, n =184) = 64.73, p < .01, GFI 
= .92, CFI = .76, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標のうちCFI およびRMSEA において，基準を満
たしているとはいえず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実⾏可能性評価から⾏動へのパスを
削除し，防災意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルは，すべての適合度指標において，
⼗分適合していると判断できる。さらに，複数のモデルを⽐較するための指標である AIC が，修正前は
98.73 だったのに対して，修正後は58.70 となり改善が確認された。そこで，本研究では修正後のモデル
を採⽤した(Figure.3)。 
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Figure.2 情報共有⾏動の修正モデル 
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修正モデルにおいて， 防災⾏動は⾏動受容および⾏動意図の双⽅から影響を受けていることが⽰された。
実⾏可能性評価は，情報共有⾏動と同様に，⾏動受容を通して，⾏動に影響することが⽰された。また，
⾏動意図が⾏動に有意な正の影響を⽰した。その⾏動意図は，防災意識や命令的規範の影響を受けるこ
とが⽰された。 
避難準備⾏動 飲料⽔や⾮常⾷の備蓄，懐中電灯などの準備等の避難準備⾏動について，仮説モデルを
検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 (19, n = 184) = 59.10, p < .01, GFI = .93, 
CFI = .78, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標のうちCFI およびRMSEA において，基準を満たして
いるとはいえず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実⾏可能性評価から⾏動へのパスを削除し，
防災意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルは，すべての適合度指標において，⼗分適合
していると判断できる。さらにAIC が，修正前は93.10 だったのに対して，修正後は57.00 となり⼤幅
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Figure.3 防災⾏動の修正モデル 
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Figure.4 避難準備⾏動の修正モデル 
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Figure.3 防災行動の修正モデル
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修正モデルにおいて， 防災行動は行動受容および行動意図の双方から影響を受けていることが示された。
実行可能性評価は，情報共有行動と同様に，行動受容を通して，行動に影響することが示された。また，
行動意図が行動に有意な正の影響を示した。その行動意図は，防災意識や命令的規範の影響を受けるこ
とが示された。 
避難準備行動 飲料水や非常食の備蓄，懐中電灯などの準備等の避難準備行動について，仮説モデルを
検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 (19, n = 184) = 59.10, p < .01, GFI = .93, 
CFI = .78, RMSEA = 0.11であった。適合度指標のうちCFIおよびRMSEAにおいて，基準を満たして
いるとはいえず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実行可能性評価から行動へのパスを削除し，
防災意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルは，すべての適合度指標において，十分適合
していると判断できる。さらにAICが，修正前は93.10だったのに対して，修正後は57.00となり大幅
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Figure.3 防災行動の修正モデル 
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Figure. 行 修正モデル
修正モデルにおいて， 防災行動は行動受容および行動意図の双方から影響を受けていることが示され
た。実行可能性評価は，情報共有行動と同様に，行動受容を通して，行動に影響することが示された。
また，行動意図が行動に有意な正の影響を示した。その行動意図は，防災意識や命令的規範の影響を受
けることが示された。
避難準備行動　 中電灯などの準備等の避難準備行動について，仮説モデルを
検証するためパ ，適合度は，χ2 （19, n = 184） = 59.10, p < .01, GFI = .93, CFI 
= .78, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標のうち CFI および RMSEA において，基準を満たしていると
は えず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実行可能性評価から行動へのパスを削除し，防災
意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルは，すべての適合度指標において，十分適合して
いると判断できる。さらに AIC が，修正前は 93.10 だったのに対して，修正後は 57.00 となり大幅に改
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善された。そこで，本研究では修正後のモデルを採用した（Figure.4）。
修正モデルにおいて，避難準備行動は行動受容から有意な影響を認められたが，行動意図からは有意
な影響が見られなかった。実行可能性評価は，行動受容を媒介して，避難準備行動に影響することが示
された。行動意図は，命令的規範と防災意識からの影響を受けている。また，リスク認知は防災意識か
ら行動意図に影響をもたらすことが明らかになった。
考　察
本研究において，地震防災行動として測定された行動は，家族や友人などと連絡方法を確認したり，
避難場所の確認をおこなったりする情報共有行動，家具の固定など居住空間の安全を確保する防災行動，
および非常食の準備などをおこなう避難準備行動の 3 種類の行動に分類された。この 3 種類の行動それ
ぞれについて，規定する要因を検討したところ，3 種類の行動に共通して，記述的規範が行動受容を促
進し，地震防災行動を抑制していた。また，命令的規範と防災意識は行動意図を促進していた。これら
の結果は，先行研究の結果とも一致している（大友・広瀬 3），大友・岩崎 11））。記述的規範が行動受容を
促進していたことは，周囲に地震に備えている人が少ないと，自分が行動をとっていないことを許容し
てしまい，結果として行動を抑制すると考えることができる。また，命令的規範による行動意図への影
響は，身近な人たちからの期待や防災意識が行動意図を高めることにつながると考えられる。
次に，各行動を規定する要因に着目すると，情報共有行動および避難準備行動においては，行動受容
から行動へのパスは有意であったが，行動意図から行動へのパスは有意ではなかった。その一方で，防
災行動に対しては，行動受容および行動意図の影響が有意となっていた。防災行動は，家具や家電製品
の固定や部屋の出入り口の確保といった，地震の揺れによって発生する事態により，避難を妨げられる
ことのないように備える行動であり，自分や自分の身近な人たちの安全を守ることにつながる。上述し
たように，行動意図は命令的規範と防災意識により高められる。防災行動においては，他の行動と比較
してこれらの効果が強くあらわれたものと考えられる。一方，情報共有行動や避難準備行動では，行動
意図から行動への影響は有意ではなく，行動受容により抑制されることが明らかになった。
いずれの行動においても，実行可能性評価による行動への直接的な影響は見られず，行動受容を介し
て行動に影響していた。実行可能性評価は，客観性が高くなるほど，行動を直接予測する要因としての
傾向が強くなると示唆されている（Ajzen6）, Ajzen & Madden13））。今回の結果では，地震防災行動の実行
可能性を低く評価することにより，行動受容を高め，結果として行動を抑制する傾向がみられた。つま
り，自分が地震防災行動を実行できる可能性が低いと評価することで，現状に納得せざるを得ず，結果
として行動を抑制したのではないかと考えられる。
一方，情報共有行動においてのみ，実行可能性評価は行動意図を抑制する影響を示している。大友・
岩崎 11）では，実行可能性評価と行動意図の関連は見られなかった。それについて大友・岩崎 11）は，実
行可能性評価の対策をおこなうための余裕や時間の有無といった外的要因にかかわる評価項目は，行動
意図との関連が弱いとする Armitage & Conner14）15）による指摘をあげている。本研究では，実行可能性
評価は，行動にかかる手間，時間的余裕，金銭的余裕といった外的要因のみならず，知識の有無，精神
的余裕のように内的要因に関する項目も含まれている。このことにより，弱い影響ではあるが，情報共
有行動において，実行可能性評価が行動意図を抑制したのではないかと考えられる。今後，実行可能性
評価における外的要因だけではなく，内的要因についても検討することが重要である。
リスク認知は，防災意識と命令的規範を介して行動意図に影響することは，3 つの行動に共通してい
る。しかし，防災行動のみ行動意図からの影響がみられた。Wachinger et al.2）は，自然災害に対するリ
スク認知が高い場合でも実際の防災行動が生じるとは限らない，とするリスク認知パラドックスを見出
している。情報共有行動や避難準備行動ではこの知見と一致する。人々の地震防災行動を促進するため
には，リスク認知を高めてもさほどその効果は期待できないといえる。
本研究では，情報共有行動，防災行動，避難準備行動という 3 つの地震防災行動に，行動受容および
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行動意図が及ぼす影響について検討してきた。結果から，各行動によって行動意図による影響は異なる
といえる。防災行動では，リスク認知が高くなれば，防災意識と命令的規範を介して行動意図を高め，
行動を促進する効果が期待される。それに対して，情報共有行動や避難準備行動では，防災行動と同様
に行動意図は促進するが行動へは影響していない。ただし，3 つの地震防災行動に共通して行動受容の
影響が見られた。尾崎・中谷内 16）は，記述的規範が食料の備蓄行動に及ぼす効果を実験的に検証し，「多
数派がどのようにふるまっているか」という情報が地震防災行動を促進する可能性を示し，地震防災行
動における実験的検証の必要性を示唆している。本研究では，地震防災行動を促進するプロセスについ
て質問紙法による測定をおこない，要因の因果関係を検討した。しかし，人々の地震防災行動を促進す
るための具体的な方略については検討されていない。今後，操作的介入により行動受容や地震防災行動
に影響する要因のさらなる検討が必要である。
付　記
（1） 本研究は，第 2 著者が 2016 年度に武庫川女子大学文学部へ提出した卒業論文のデータを第 1 著者が再分析・
再構成したものである。
（2） 本研究は，武庫川女子大学文学部心理・社会福祉学科倫理審査委員会の承認を受け実施された（承認番号
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